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研究要旨 

東京オリパラ開催を控え、また世界各地で多数発生しているテロを鑑み、通常の多数傷病

者対応の知識・能力に上乗せして特殊災害・テロに対応するための医療体制作りが急務で

ある。昨年度研究では「災害拠点病院・救命救急センター等救急医療機関における化学テ

ロ対応標準初動マニュアル」を作成し公表した。本年度の本分担研究では、「一般医療機

関における化学テロ対応標準初動マニュアル」の作成を研究目標とした。方法としては最

新の国際的な知見をマニュアルに反映する目的に、Primary Response Incident Scene 

Management (PRISM) Guidance for Chemical Incidents に加え、一般医療機関の初学者

が理解可能なように CHEMMホームページにある Information for the Hospital Providers

資料、米国の病院受け入れマニュアルの標準である OSHA Best Practices for 

HOSPITAL-BASED FIRST RECEIVERS OF VICTIMS from Mass Casualty Incidents Involving 

the Release of Hazardous Substances を検討しマニュアルを作成した。結果として、化

学テロ対応標準初動マニュアルを１，事前準備、２，急性期対応、３，事後対応、４，参

考資料の４部とし、参考資料としては「病院･救急部門における急性期患者ケアのガイド

ライン」としてアンモニア、塩素、シアン化水素、マスタード、神経剤、ホスゲンについ

ての診療で配慮すべき知識について盛り込んだ。 

一般医療機関においては、災害拠点病院や救命救急センター等の救急医療機関と大きく

異なり、PPE等の準備や施設設備、人員、予算面でかなり劣ることが想定される。一方、

新型コロナウイルスに対する感染対策が一般医療機関においても急速に進んでいる。防護

衣、ゴーグルやフェイスシールド、N95 マスクや防塵マスク等従来のレベル D装備（標準

予防策）よりも「高規格レベル D装備」が一般医療機関においても標準となりつつある。 

これらの「高規格レベル D 装備」の化学災害に対する有効性はこれまでにエビデンスや

ガイドラインとして十分に証明されていないが、低濃度汚染が想定されかつ既に脱衣が終

わっている傷病者の一般病院医療従事者の対応として「高規格レベル D装備」を取り入れ

ることは、一般病院医療従事者の二次被害軽減になる可能性もあるため、ガイドラインで

は選択枝を呈示した。各施設の規模に応じて自らの施設で対応要員の安全を十分に考慮し

つつ、患者に対してベストな対応が取れるよう、本マニュアルを参考に施設自らの計画を

構築出来ることが望まれる。 
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Ａ  研究目的 

東京オリパラ開催を控え、また世界各地で

多数発生しているテロを鑑み、通常の多数

傷病者対応の知識・能力に上乗せして特殊

災害・テロに対応するための体制作りが急

務である。そのためには、災害拠点病院・

総合病院（救命救急センターも含む）・一般

病院等の役割分担、その責務を果たすため

の設備や傷病者受け入れ体制のあり方、相

互応援体制、地域医療計画や地域防災計画

のあり方について検討することが必要であ

る。昨年度の平成 30年度厚生労働科学研究

費補助金(厚生労働特別研究事業)「2020 年

オリンピック・パラリンピック東京大会に

向けた化学テロ等重大事案への準備・対応

に関する研究」（研究代表者小井土雄一）分

担研究「化学テロ発生時の多数傷病者対応

（病院内）に関わる研究」（研究分担者本間

正人）では、「災害拠点病院や救命救急セン

ター等の救急医療機関における化学テロ対

応標準初動マニュアル」を作成し、本邦の

統一マニュアルとなるように道筋を立てた。 

本年の研究では,一般病院が化学テロ対応

のあるべき内容について検討し、指針草案

を作成することを目的とした。 

Ｂ  研究方法 

最新の国際的な知見をマニュアルに反映す

る目的に、Primary Response Incident 

Scene Management (PRISM) Guidance for 

Chemical Incidents1に加え、一般医療機関

の初学者が理解可能なように CHEMMホーム

ページにある Information for the 

Hospital Providers資料 2、米国の病院受

け入れマニュアルの標準である OSHA Best 

Practices for HOSPITAL-BASED FIRST 

RECEIVERS OF VICTIMS from Mass Casualty 

Incidents Involving the Release of 

Hazardous Substances3を検討しマニュア

ルを作成した。 

 

Ｃ  研究成果 

一般医療機関における化学テロ対応標準

初動マニュアル（初版）を作成した。本マ

ニュアルの目次は以下の通りである。 

 

はじめに 

マニュアルを理解するための用語集                        

I 医療機関における化学テロ災害対応の

必要性と全体的な流れ 

II 事前準備編 

 １ 対応すべき化学テロ災害の事前想

定を行い、事前計画をたてる  

 ２ 災害対策本部について事前計画を

立てる  

 ３ 安全確保について、事前計画を立て

る    

III 災害発生覚知後の対応  

 １． 化学テロ災害を疑う事象は？

（SCENE AND SIZE UP）       

 ２．化学テロを疑ったとき・発生情報を

得たときの行動  

 ３．安全確保(3S) 

 ４．収容準備（PREPARE） 

 ５．サーベイ（SURVEY）     

 ６．除染（DECONTAMINATION）  

 ７．トリアージ（Triage）  

 ８．評価と診療(Evaluation and Care)   

IV 病院･救急部門における急性期患者ケ

アのガイドライン（CHEMM）   

 アンモニア   

 塩素  

 シアン化水素  

 マスタード  

 神経剤  

 ホスゲン  

V 背景となる理論  

巻末文献  

 

本マニュアルの要点としては、化学テロに

馴染みのない読者のために、「マニュアルを

理解するための用語集」を冒頭に示し、ま

た「病院･救急部門における急性期患者ケア

のガイドライン」としてアンモニア、塩素、

シアン化水素、マスタード、神経剤、ホス

ゲンについての診療で配慮すべき知識につ

いて盛り込んだ。なお、本資料は Chemical 



Hazards Emergency Medical 

Management.Information for the Hospital 

Providersを翻訳して資料とした。 

 

配慮した点として①対象となる化学剤に関

する最低限の知識として CHEMMで呈示され

ているような最低限の内容を盛り込んだこ

と②化学テロに馴染みのない読者のために、

「マニュアルを理解するための用語集」盛

り込んだこと③基本的な手順やポイントを

呈示し、施設毎の都合に応じて対応可能な

こと③手順としては、災害の早期認識、患

者の早期脱衣と汚染の可能性のある衣服・

靴・持ち物等のビニール袋での被包が重要

であることを強調した。 

 

Ｄ  考察 

1995 年松本サリン事件、東京地下鉄サリ

ン事件以降、化学テロに対する備えが必要

であることが明らかとなった。公益財団法

人日本中毒情報センターが厚生労働省医政

局から委託を受け 2006年(平成 18)度より

NBC 災害・テロ対策研修を実施してきた。

我々は本研修において診療手順の実習や総

合演習を担当してきた。本研修の教授内容

は災害拠点病院や救命救急センターにおけ

る標準的な化学テロ対応手順として位置づ

けてきた 4。 

2005 年米国では、病院受け入れの標準と

して OSHA Best Practices for 

HOSPITAL-BASED FIRST RECEIVERS OF 

VICTIMS from Mass Casualty Incidents 

Involving the Release of Hazardous 

Substances3が発出されている。これによる

と、危険物質の放出事案が発生した場所か

ら離れた病院で働く医療従事者は、汚染者

の皮膚、毛髪、衣服、または携行品に付着

して病院へ運ばれる物質の曝露に限定され

るので、first receivers（以下ファースト

レシーバー）と呼び、現場で対応するファ

ーストレスポンダーとは明確に区別すべき

であると述べている。ファーストレシーバ

ーの PPEついては原因が不明の剤に対応す

る場合は、除染前および除染中の患者対応

はレベル Cで対応すべきであり、また汚染

者は基本的には全身水除染が必要であると

され、わが国の標準ガイドラインでも、明

らかな汚染や皮膚刺激症状がある場合は水

除染が必要とされていた 4。 

2015 年米国生物医学応用研究開発局

(BARDA: Biomedical Advanced Research and 

Development Authority)から発出されてい

る除染マニュアル PRISM（Primary Response 

Incident Scene Management）1では、Rule of 

Ten として図示されているが、脱衣で 90%

の除染が、露出部の拭き取りで 99％の除染

が可能とされている。最近の英国では、患

者各自が脱衣を実施し、さらに顔面や手の

露出部位や髪を拭き、その後必要に応じて

専門チームによる除染を行うプロトコール

が提案されている 5。 

これらの最近の知見をうけて、昨年の研究

では「災害拠点病院・救命救急センター等

救急医療機関における化学テロ対応標準初

動マニュアル」を作成し公表した。このマ

ニュアルでは、除染の大部分は脱衣と露出

部の清拭で完了できること、対応者の PPE

のレベルも、患者に直接接触する場合はレ

ベル Cが必要であるが、直接接触しない場

合は、全身を覆う服はレベル Dの防護衣に

加え、顔面を覆う面体とレベル C吸収缶で

対応可能とし、これをレベル Dプラスと呼

称することを提言した。また、追加の水除

染が必要な場合は、院外での脱衣後蘇生処

置を優先した後に院内の水除染設備で除染

することも許容した。 

本年の研究においては、「一般医療機関に

おける化学テロ対応標準初動マニュアル」

を作成した。配慮した点として①対象とな

る化学剤に関する最低限の知識を CHEMMで

呈示されているような最低限の内容を盛り

込んだこと②基本的な考え方をポイントと



して明示し、さらにチェックリストとして

盛り込んだこと③基本的な手順やポイント

を呈示し、施設毎の都合に応じて対応可能

なこと④手順としては、災害の早期認識、

患者の早期脱衣と汚染の可能性のある衣

服・靴・持ち物等のビニール袋での被包が

重要であることを強調したことがあげられ

る。 

特に、一般医療機関においては、災害拠点

病院や救命救急センター等の救急医療機関

と大きく異なり、PPE等の準備や施設設備、

人員、予算面でかなり劣ることが想定され

る。一方、新型コロナウイルスに対する感

染対策が一般医療機関においても急速に進

んでいる。防護衣、ゴーグルやフェイスシ

ールド、N95マスクや防塵マスク等従来の

レベル D装備（標準予防策）よりも高規格

レベル D装備が一般医療機関においても標

準となりつつある。 

これらの高規格レベル D装備の化学災害

に対する有効性はこれまでにエビデンスや

ガイドラインとして十分に証明されていな

いが、低濃度汚染が想定されかつ既に脱衣

が終わっている傷病者の一般病院医療従事

者の対応として高規格レベル Dを取り入れ

ることは、一般病院医療従事者の二次被害

軽減になる可能性もあるため、ガイドライ

ンでは選択枝を呈示した。 

 

Ｅ  結論 

「一般医療機関における化学テロ対応標準

初動マニュアル」を作成した。配慮した点

として①対象となる化学剤に関する最低限

の知識として CHEMMで呈示されているよう

な最低限の内容を盛り込んだこと②化学テ

ロに馴染みのない読者のために、「マニュア

ルを理解するための用語集」盛り込んだこ

と③基本的な手順やポイントを呈示し、施

設毎の都合に応じて対応可能なこと③手順

としては、災害の早期認識、患者の早期脱

衣と汚染の可能性のある衣服・靴・持ち物

等のビニール袋での被包が重要であること

を強調した。 

ゴーグルやフェイスシールド、N95 マスク

や防塵マスク等高規格レベル D装備が有効

である可能性もあり、一般医療機関として

は現実的であり、有効性に関すル今後の検

討が望まれる。 
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